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第３章 九州地方におけるすまいを巡る主要な課題  
３章では、１章、２章で見た九州のすまいの現状をさらに掘り下げて、

九州地方におけるすまいを巡る諸課題のうち、当面早急に対応すべき主
要なものを５つの課題としてまとめました。 

 
３－１ 本格的少子・高齢社会への直面 

  九州では、全国に比べ、約５年速いスピードで高齢化が進行しており、特に

多自然居住ブロックで顕著に進んでいる。平成２７年には、高齢者率は２７％

に達し、高齢者を含む世帯の割合は４０％を超えると見込まれる。また、並行

して少子化が進み、人口自然減の傾向を示す地域もある。 

こうした状況を踏まえて、高齢者世帯や子育て世帯が安心して暮らせる住

宅・住環境の確保を図ることが重要である。 

 

 
・年齢三区分別人口、高齢者率の推移と推計 

・高齢人口（65歳以上） Ｈ12：２６７万人（19.9％） Ｈ27：３５２万人（26.7％） 

  ・年少人口（15歳未満）   ：２０７万人（15.4％）   ：１７８万人（13.5％） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
・地域ブロック別年齢三区分人口 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜平成１２年国勢調査＞ 

■高齢者率の推移と推計（九州）
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・高齢者のいる世帯の割合の推移と推計(全国・九州) 
九州では平成12年で、高齢者のいる世帯の割合は37%であり、平成27年には40%に達する

見込み。また、県別に見ると、福岡、宮崎を除く各県で、平成22年には40％を超える見込
み。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
・地域ブロック別高齢者のいる世帯の割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜平成１２年国勢調査＞ 
 
・県別出生率・死亡率（人/千人）、及び合計特殊出生率（平成11年） 
九州各県の合計特殊出生率は、全国より高い傾向。鹿児島・大分では自然減となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）県名下の（ ）内数字は合計特殊出生率

■高齢者のいる一般世帯の割合の実績と推計
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  高齢者世帯は持ち家に居住する割合が高く、バリアフリー化を含め、適切な維

持管理の継続が困難な場合が多いなどの課題がある。また、子世帯との近居・隣

居の割合は少なく、独立して暮らすケースが多い。そのため、様々な居住ニーズ

にあった住宅への円滑な住み替えが可能となるような環境整備や、福祉政策等と

のより一層の連携が求められている。 

 

 
・高齢者の住宅所有関係(九州) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・高齢世帯の住宅の所有関係の例（平成12年） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

  バリアフリー化された住宅の割合は全体の１.６％ときわめて少なく、高齢

者にとって使いやすいバリアフリー住宅の供給やリフォームを進める必要が

ある。特に、民間賃貸住宅におけるバリアフリー化の推進が重要である。 

 

 

・バリアフリー住宅のストック数 
バリアフリー三点セット（段差の解消、手すりの設置、幅広の廊下）が確保された住宅は１.

６％。 

 
 
 
 
 

    ＜平成10年住宅・土地統計調査＞ 

■高齢者の住宅所有関係（平成10年）
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・公庫融資住宅のバリアフリー化率・戸数の推移 
住宅金融公庫の基準金利融資により、毎年２万戸以上のバリアフリー住宅が建設され

ており、今後、こうした制度を活用し、普及のスピードを一層引き上げることが重要。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
＜住宅金融公庫資料より作成＞ 

 

 
  近居・隣居は２割以下。特に単身、借家世帯が低い。  

 

・高齢者と子の住まいの距離(九州・全国) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■高齢者と子の住まいの距離（平成10年）
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■高齢夫婦のみ世帯と子の住まいの距離
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３－２ 災害等に対する不安(密集住宅地・災害危険住宅 など) 
  地理的条件による斜面地住宅地、漁村集落など、防災上危険な密集住宅地が

多数存在しており、また、旧産炭地域において、一部炭鉱住宅も残存。これら

の地域においては、地震時等の被害の拡大を防ぐための対策が必要である。 

 

 
・密集住宅地の形成過程の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

＜出典：日本地誌 第19巻＞      
 

・密集住宅市街地整備事業等の実施・整備地区面積 

 

 
＜国土交通省住宅局：平成12年＞ 

 

・炭鉱住宅地区の戸数・地区面積 
（福岡県 247 地区、12,611 戸） 

 

 

 

 地区数
九州 14地区
全国 159地区

面積
965 ha 15.4%

6,252 ha 100.0%

 ■密集市街地の推移(北九州市丸山地区)

（明治 33 年） （大正 11 年） 

（昭和 25 年） （昭和 44 年） 

■炭鉱住宅ストック数の推移
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戸

資料：H10福岡県産炭地域炭鉱住宅等実態調査



 36

 
  傾斜地が多く、シラス、地滑り地帯など地盤の軟弱な地域が多いことから、

台風や集中豪雨による土砂災害等がしばしば発生する。また、気候の特性から、

北部九州では渇水被害が生じることもある。これらの自然災害等による被害を

最小限にとどめる取り組みが求められる。 

 

 

・九州地方の自然災害 

■九州の地すべり箇所の分布       ■シラス台地の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜資料：日本地誌 九州編＞   

 

＜資料：九州地方整備局＞ 

■全国と九州の土砂災害発生件数の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典：九州・新長期ビジョン 九州地方整備局＞      
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３－３ まちなかの活力の低下 

(1) 急速に少子・高齢化が進行 
  商業の停滞、人口の郊外部等への流出により、まちなかの活力が著しく低下し

ている地域が多く、活性化に向けた取り組みが重要な課題となっている。 

 

 

・都市づくり、まちづくりに係る課題 
都市再生本部が平成13年7月に全国670市に実施したアンケート調査(回答649市)では、「都市
づくり・まちづくりに係る課題」として、中心市街地の空洞化・人口減少をあげる市が大多数。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・中心市街地の人口減少の例  

 

 
 
 

＜資料：川内市・小林市 中心市街地活性化報告書＞ 
 

  まちなかではファミリー世帯の転出により、高齢化が進行しており、定住対策

も大きな課題となっている。 

 

 

・中心市街地の年齢区分（宮崎県下の例） 

 

 

 

 

 

 

 

＜資料：宮崎市・小林市 中心市街地活性化報告書＞ 

■年齢三区分別人口の割合
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工業跡地等の存在など製造業の不振

都市づくり、まちづくりに対する住民の無関心
情報化への対応の遅れ

　都市環境、都市景観の悪化
緑地、オープンスペースの不足

公共交通機関の整備の遅れ
下水道整備の遅れ

慢性的な交通渋滞の発生
若者の流出

鉄道、道路、河川等による市街地分断
密集市街地など防災上危険な市街地の存在

少子高齢化の進展への対策の遅れ
遊び、賑わいの場の不足

中心市街地の人口の減少
中心商店街の空洞化など商業の不振

＜出典：第３回都市再生本部資料＞

 中心商業地人口 増減率
川内市 平成2年 3,451

平成9年 2,821 -18.3%
小林市 平成2年 2,072

平成11年 1,717 -17.1%
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  一方、核都市ブロックでは、マンション(分譲・賃貸)の立地によりまちなか

への新たな人口の回帰現象が現れているところもある。 

 

 

・中心市街地の住宅の建て方／住宅の所有関係（大分県下の商業地域の事例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■住宅の建て方（平成10年）
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３－４ 見直すべき九州の魅力 
  九州は、温暖で過ごしやすく、比較的規模の大きな都市が適度に分散する

とともに、豊かな自然が共存し、利便性の高い都市居住から豊かな自然に囲

まれた田園居住など、幅広い居住が可能であり、こうした居住地・滞在地と

しての九州の魅力を再認識し、情報発信していくことが重要である。 

 

 

・活力ある都市と豊かな自然とが共存する九州 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜九州・新長期ビジョンより加工 九州地方整備局＞ 
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・九州の平均気温・降雨量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜国土交通省気象庁＞        

 
  歴史・文化の息づき、優れたまちなみを有する地区も多い。  

 
・伝統的建造物群保存地区・街なみ環境整備事業実施地区一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■平均気温と降水量
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  東京等の大都市圏と比べ、比較的ゆとりのある居住条件。  

 

・住宅の規模の比較(九州・京浜葉) 

 

 

 

 

 

 

 

・家賃比較(九州・京浜葉)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 九州の総生産額などはオランダとほぼ同じで、一国に匹敵する地域ポテンシャル。 

■九州と諸外国との比較  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜出典：九州・新長期ビジョン 九州地方整備局＞               

 

■住宅の平均規模（平成10年）
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ここでは、住まいに関する様々な指標の県別データによる全国との比較で、比較的

九州の特色を現している主なものを掲載しました。 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

比較的ゆとりある敷地、木造、平屋の接地性の良さ、豊かな日照、すまいの経済的
負担の低さなどの特徴が読み取れます。 
一方、老朽化した住宅や接道状況が悪い住宅が多く、更新も遅れ気味で改善を進める
べき課題です。 

＜トピックス＞ 
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３－５ 激変する住宅の需給構造 
 
 
 
 
 
 
 

  これまで、小世帯化の進行により、人口増を上回って世帯数が増加。 

 今後、全国と比べて５～１０年早く、人口減少に引き続き、世帯も減少。 

 

 

・人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人口・世帯の将来推計（2000年＝100） 

 

 

 

■人口の推移
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＜国勢調査＞

九州人口（万人）
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13,000

14,000

全国人口(万人)

人口・九州

人口・全国

■人口・世帯の将来推計（2000年＝100）

90
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100

105

110

H7 H12 H17 H22 H27 H32 H37

九州世帯(100=5,112)

九州人口(100=13,457)

全国世帯(100=46,407)

全国人口(100=126,892)

▲

▲

▽

▲　九州ピーク
▽　全国ピーク

▽

人口　～Ｈ12：国勢調査
　　　Ｈ17～：国立社会保障・人口問題研究所
　　　　　　　（平成14年3月推計）

世帯数　Ｈ7　 ：国勢調査
　　　　Ｈ12～：国土交通省住宅政策課　推計
　　　　　　　　（平成12年3月推計）

人口、世帯数の減少や、高速交通体系の整備に伴う地域構造の変化などに
より、住宅需要構造が今後大きく変化することが見込まれる。また、地球環
境問題への対応や循環型社会の形成に向けた対応など、住宅を取り巻く新た
な動きが加速している。こうした変化に柔軟に対応していくことが求められ
ている。 
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  一方、高速交通体系の整備や大規模ニュータウン開発により、住宅需要圏、

需給構造も大きく変化。 

 

 

・九州の交通体系整備と大規模ニュータウンの動向 

  

久留米 
  

大牟田 
  

新玉名 
  

熊本 

  

  

  

新水俣 

  

  

九州大学移転 
伊都区画整理 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

出水 

  

    

  

  

  

鳥栖北部丘陵新都市開発整備

諫早西部団地

武蔵ヶ丘東ﾆｭｰﾀｳﾝ「光の森」

大分駅南区画整理

野田土地区画整理

飯田土地区画整理 中ノ原土地区画整理

東部第 2土地区画整理

ﾊｰﾓﾆｰﾀｳﾝ加世田

松元ﾆｭｰﾀｳﾝ 

小郡･筑紫野ﾆｭｰﾀｳﾝ

ﾘﾎﾞﾝｼﾃｨｵ那珂川

香椎副都心

北九州学術研究都市

ﾊﾟﾋﾟﾖﾝ･ｼﾃｨｵ 21

野多目地区住宅市街地整備

宮崎自動車道

西鹿児島

川内

新北九州空港
 

国土交通省 21 世紀の国土交通のグランドデザイン 
「国土交通のビジュアルマップ（案）」より加工 

九州新幹線鹿児島ルート
 

ｱｲﾗﾝﾄﾞｼﾃｨ 

西福岡ﾏﾘﾅﾀｳﾝ

九州横断自動車道延岡線
 

新八代  

南九州西回り自動車道

東九州自動車道
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 住宅関連投資の低迷のなか、九州の住宅関連産業は、地域に密着した経営規模が

小規模なものが多く、不安定な状況。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・工務店（戸建住宅）の状況（H11） 
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0

20000

40000

60000

80000

S60 S61 S62 S63 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11

億円

建築住宅

建築非住宅

土木

建設投資全体

13.4

20.5 14.5

12.4 22.2

20.1

23.2

12.4

10.4 11.3

13.8 12.0

7.1

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

九州

＜住宅金融公庫＞

～4棟
～9棟
～19棟
～49棟

～99棟
～999棟
1000棟～

■
年
間
受
注
実
績

3.2

5.3 31.9

23.7

22.5

26.2

16.6

27.1 19.8

23.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

九州

＜住宅金融公庫＞

同一市町村のみ

隣接市町村まで

同一都道府県内まで

周辺都道府県まで

全国・その他

■
営
業
エ
リ
ア

12.1

21.2 11.1

33.5

32.2

18.7

15.5

23.8

14.0

7.4
4.6

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

九州

＜住宅金融公庫＞

個人
500万円未満

～1000万円
～5000万円

～5億円

5億円以上

■
経
営
形
態
規
模

法人



 46

 
 潜在的ニーズの高い木造住宅は、生産性が低いこと等により、近年着工が落ち込み。  

・木造住宅に対する国民のニーズ 

 
＜「どのような住宅を選びたいか」(総理府「森林と生活に関する世論調査」)＞ 
 

・木造住宅着工戸数の推移 
九州の木造住宅は年間６万～７万戸であったが、近年は全体の落ち込みもあり、５万戸に低

下。木造率も５割を切り、全国平均を下回る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・木造住宅による県産材使用率（佐賀県の事例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：農林水産省｢木材需給報告書｣
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・戸建住宅の工法別坪当たり人工 

 
 

 
  関係業界に対し、地球環境問題への対応や循環型社会の形成に向けた対応

に大きな期待。 
 

 

・ＣＯ２排出量の産業別内訳 
 

 

 

 

 

 

 

                  ＜平成13年建築環境・省エネルギー講習会資

料＞ 

・ＣＯＰ３への対策の概要 
○エネルギー起源ＣＯ2の排出抑制（１９９０年比 ０％）、ＣＯ2以外の
排出抑制、森林活動による吸収等により△６％を達成。 

○エネルギー起源のＣＯ2排出抑制のため、省エネルギー対策（原油換算 
５７0０万ｋｌの削減）。うち住宅・建築物の省エネルギー性能向上８６
０万ｋｌ。加えて、新エネルギー、燃料転換等で実現。 

○２００８年度以降、新設着工住宅の５割が平成１１年基準（次世代省エ
ネルギー基準）、残り５割が平成４年基準（新省エネルギー基準）に適
合。 

 

日本のCO2の1/3が建築関連日本のCO2の1/3が建築関連

1990年産業連関表等を利用した推計値 （伊香賀推計)

住宅運用
エネルギー 12.5%

業務ビル運用
エネルギー 11.4%

住宅建設 5.2%
業務ビル建設 5.6%

建物補修 1.3%

その他の
産業分野
63.9%

1990年の総量
12.06億トン-CO2

（3.29億トン-C）

8. CO2排出量の産業別内訳

日本のCO2の1/3が建築関連日本のCO2の1/3が建築関連

1990年産業連関表等を利用した推計値 （伊香賀推計)

住宅運用
エネルギー 12.5%

業務ビル運用
エネルギー 11.4%

住宅建設 5.2%
業務ビル建設 5.6%

建物補修 1.3%

その他の
産業分野
63.9%

1990年の総量
12.06億トン-CO2

（3.29億トン-C）

8. CO2排出量の産業別内訳
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  建築系のリサイクルは土木系に比べ低いが、今後は引き上げの方向。  

 

・九州の建設廃棄物のリサイクル率等（建築系・土木系：平成12年） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜国土交通省九州地方整備局＞ 
 

 
・建設リサイクル推進計画２００２の目標 

対象品目 平成17年度 ＜参考＞平成22年度 

再
資
源
化
率 

ａ）ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 

ｂ）ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 

ｃ）建設発生木材 

９８％以上 

９６％以上 

６０％ 

（９８％） 

（９６％） 

（３８％） 

９８％以上 

９６％以上 

６０％ 

９０％ 

６０％ 

（８３％） 

（４１％） 

９５％ 

７５％ 

ｄ）建設発生木材 

ｅ）建設汚泥 

ｆ）建設混合廃棄物 平成12年度排出量に対して
２５％削減 

平成12年度排出量に対して
５０％削減 

再
資
源
化
・
縮
減
率 

ｇ）建設廃棄物全体 ８８％ （８５％） ９１％ 

有効利用率 
   ｈ）建設発生土 ７５％ （６０％） ９０％ 

＜国土交通省＞      
 
 

■建設廃棄物のリサイクル率等
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